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日本に帰ってみたら

　内閣府で行っている「社会活動青年コアリーダー育成事業」ということで、ワシントンを中心にアメリカ研修に行って来た。ADA施行から10数年がたつが、障害児と障害のない子が共に学ぶというインクルーシブ教育が進み、交通機関のエレベーター設置などバリアフリー化は相当進められていることが見てうかがえた。

　また、NPOも相当強く企業と接触を求め、多くの寄付を受けながら活発な活動をしている。大企業のNPOに対する意識は日本とは大分違う。企業経営者たちは言っていた。「誰もが障害になる可能性がある。だから自分たちは障害分野のNPOに寄付していくのだ」。

　しかし、脳性マヒなどの全身性障害者といわれる障害の重い人たちの生活は、日本と共通している部分が多く、日本よりも深刻な事態になっている側面もうかがえる。デラウエア州の重度障害者のデイケアセンターに行ったが、そこの目的のひとつとして、日中の家族介護の軽減があるそうである。そこに入るには州の障害部門の登録が必要ということで、待機者が２００名ぐらいいるだろうということであった。障害のある子を親が面倒見られなくなったあとのことが厳しい問題となっているということである。

　今回、アメリカの進んでいる部分と遅れている部分、両方をある程度見ることができたことは成果だった。

　ところで、８日（月）厚労省が出した障害保健福祉施策のグランドデザイン（案）をめぐり、８団体は、障害保健福祉部のメンバーと学習会という形で話し合いを持った。新しく制定しようとしている障害者福祉サービス法は、３障害をつなぐだけの共通のサービス法であり、障害の谷間がなくならない可能性が極めて高いことが明らかになった。また、応益負担の問題については、ユニバーサルな理念としての妥当性を強調するのみで、現実的解決法になると、「減免措置」「世帯分離」をいうだけで、納得できる回答は全く得られなかった。このまま進むと、扶養義務が強化される恐れが極めて強い。

　この日は「まだそこまでは詰めていない。今後の検討課題だ」という回答ばかり。これでは障害者団体の不安を助長させていくばかりである。改革とは良い方向にもっていくことだ。きちんとした考えを厚労省は示してもらいたい。










